
は じ め に

平成１８年１２月の国連総会において、「障害者の権利に関する条約」が採択され

ました。同条約の批准に向けて平成２３年８月に一部改正された「障害者基本法」

では、可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教

育を受けられるよう配慮し、と規定されています。

教育分野では、平成２４年７月中央教育審議会初等中等教育分科会において今後

の特別支援教育の在り方につての議論が進められ、「共生社会の形成に向けたインク

ル－シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」として取りまとめ

られました。本報告を受け、平成２５年９月１日「学校教育法施行令の一部改正」

と共に障害のある児童生徒の就学手続きの大幅な見直しがあり、平成２５年１０月

「教育支援指導資料」（文部科学省初等中等教育局特別支援教育課）が発刊されまし

た。

「教育支援指導資料」では、早期からの一貫した支援の重要性や保護者や本人に

対する早期からの教育相談等を通じて、保護者や本人に充分な情報提供を行うとと

もに、関係者がその意向を最大限尊重しつつ、障害のある児童生徒の教育を第一に

考えていくといったその基本姿勢が打ち出されました。

さらに、就学先決定に向けては、幼児児童生徒一人一人の障害の状態、本人の教

育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、

学校や地域の状況を踏まえ、総合的な観点から就学先の判断を行うこととなってお

ります。

本書は、障害のある子どもの就学支援、並びに就学事務手続き等について本庁に

寄せられた質問を取りまとめ「就学支援Q＆A」として掲載いたしました。

つきましては、障害のある子どもの就学先決定の取組の際にご活用の上、充実し

た就学支援が展開できますようよろしくお願い致します。
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